
仙台市地域産業支援金
申請の手引き

仙台市

令和２年５月１２日時点版

新型コロナウイルス関連給付金を装った詐欺にご注意ください
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仙台市地域産業支援金の概要

仙台市地域産業支援金とは？

新型コロナウイルス感染症により、特に大きな影響を受けて
いる中小法人、フリーランスを含む個人事業者の方に対して、
事業の継続を下支えするための支援金を支給するものです。

給付額

１事業者あたり２０万円

法人・個人事業者共通

2【地域産業支援金】

１．申請方法
申請書および必要書類を郵送にて提出

２．申請期間
令和２年５月１３日（水）から

令和２年７月１５日（水）まで（消印有効）

申請に関する相談など

１．お問い合わせ専用ダイヤル
０５７０－０８５８９４（ナビダイヤル） 平日 ８：３０～１７：００

※５月中は土日も臨時に受け付けます。

２．申請書作成支援特別窓口（予約制）
仙台市中小企業活性化センター内 平日 ９：００～１７：００
（仙台市青葉区中央１－３－１ AER５階）

※５月１６日（土）、１７日（日）は臨時に開設します。
※予約は『お問い合わせ専用ダイヤル』より受け付けます。

申請方法・申請期間



給付対象となる事業者の方

対象の要件

次のいずれにも該当する方が対象となります。

 市内に本社・本店・主たる事務所を置く大企業以外の事業者※１であ
ること

 令和２年３月以前から事業を行っており、今後も事業を継続する意思
があること

 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年２月から６月まで
のうち、事業収入が前年同月比で５０％以上減少している月（対象
月）があること※２

※１ 会社形態以外の法人として、医療法人、農業法人、NPO法人などを含みます。
個人の場合は住民登録又は納税地が仙台市内であり、事業収入が給与収入よ
り多い方が対象となります。

※２ 平成３１年１月以降開業・創業された方又は店舗等を拡大された方には特例が
あります。

（注） 法人税法別表第１に規定する公共法人、政治団体、宗教上の組織もしくは団
体は給付対象外になります。

【前年同月比で５０％以上減少の基本的な考え方】

法人・個人事業者共通

仙台市地域産業協力金の給付を受ける事業者は
対象外となります

H３１年
（R元年）

平成３１年（令和元年）

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

１００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００ １００

R２年

令和２年

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月

１００ ９０ ８０ ５０

減少率 ０％ １０％ ２０％ ５０％

•２月～６月のうち４月が５０％
以上減少の対象月

※減少率の求め方： （①対象月の前年同月の事業収入－②対象月の事業収入）÷①×１００

3【地域産業支援金】

（万円）

（万円）

※白色確定申告の場合は、平成３１年（令和元年）の月平均と対象月の事業収入を比較します。

①

②



4【地域産業支援金】

地域産業支援金の申請方法

申請の流れ

法人・個人事業者共通

対象者になるか確認する(２ページ)

法人→５ページから
個人→９ページから

通常の申請の場合 平成３１年１月以降に
開業・創業された方

前年以降に店舗や業
容を拡大された方

Ａ令和元年１２月までに開業
→ １４ページから
Ｂ令和２年３月までに開業
→ １６ページから

Ｃ前年以降に店舗等拡大
→ １８ページから

申請書・添付書類を準備する

申請書一式を郵送する

仙台市で申請内容を確認

※申請に不備があった場合は、書類の再提出などが必要となり支援
金支給までにお時間がかかります。

審査終了後、概ね２週間程度で支援金を振込

※郵送時は巻末の宛名ラベルをご利用ください。
※感染拡大防止のため、原則として郵送のみの受付となります。

※交付決定通知書を送付します。



法人事業者の方の申請手順（１/４）

法人事業者

【基本的な必要書類】
１．申請書（様式第１号）
２．誓約書（様式第２号）

３．令和元年の確定申告書別表一（収受日付が押されているものに
限る）※及び法人事業概況説明書の写し

４．対象月の月間事業収入がわかる書類等
５．法人代表者の本人確認書類の写し

※写真が貼付されている官公署発行の本人確認書類（運転免許
証等）、写真がない場合は２点添付（健康保険証と住民票の写
し等）

６．法人名義の銀行口座通帳の写し(口座名義、口座番号がわかる
ページの写し)

※収受印押印または受信通知のいずれも存在しない場合には、提出する確定申告書類の
年度の納税証明書と令和元年分の確定申告書類（収受印押印なし）を提出することで代
替できます。

5【地域産業支援金（法人事業者）】

法人事業概況説明書確定申告書別表一

申請に必要な書類

国の『持続化給付金』の給付を受けている方は給付通知を添付することで『法人事業概況
説明書の写し』及び『対象月の月間事業収入がわかる書類等』の添付を省略できます。



法人事業者の方の申請手順（２/４）

申請書(表)の記入方法

法人事業者

【地域産業支援金（法人事業者）】

押印漏れがないよ
うご確認ください。
（２箇所）

押印漏れがないよ
うご確認ください。
（２箇所）

国税庁から通知され
た１３桁の法人番号を
記載ください。

※法人番号は、国税
庁「法人番号公表サイ
ト」で確認できます。

申請書、誓約書はボールペ
ンでお書きください。（消せる
ボールペン不可）

申請日時点の資本金又
は出資金、従業員数を記
載ください。

令和２年２月から６月まで
のうち、ひと月の事業収入
が前年同月比で５０パーセ
ント以上減少している月に
〇を記入ください。

一覧表の該当する記号
を記入願います。

6

『法人事業概況説明書』の裏面
『月別売上高等の状況』より転記
してください。



法人事業者の方の申請手順（３/４）

申請書(裏)の記入方法

法人事業者

7【地域産業支援金（法人事業者）】

１事業者あたり一律２０万円
となります。通帳等に記載のとおり正

確に記載ください。

提出書類に不備等があ
る場合、こちらの連絡先
に連絡いたします。



法人事業者の方の申請手順（４/４）

法人事業者

対象月の月間の事業収入がわかる書類（売上台帳等）を提出してく
ださい。

様式の指定はありませんので、経理ソフト等から抽出したデータ・エ
クセルデータを印刷したもの、手書きの売上帳などでも構いません。

書類の名称も「売上台帳」でなくてもかまいません。ただし、提出する
書類が対象月の事業収入であることを確認できる資料を提出してく
ださい。（令和２年●月と明確に記載してください。）

8【地域産業支援金（法人事業者）】

対象月の月間事業収入がわかる書類等の例

経理ソフトから抽出した売上データを印刷したもの

エクセルで作成した売上データを印刷したもの

手書きの売上帳のコピーなど

※月間売上の合計がわかるようにしてください

持続化給付金申請要領から一部抜粋して作成



個人事業者の方の申請手順（１/４）

個人事業者

【基本的な必要書類】
１．申請書（様式第１号）
２．誓約書（様式第２号）
３．令和元年の確定申告書類の控え（収受印押印要、e-Taxの場合

受信通知添付）※及び所得税青色申告決算書（２枚目必須）の写
し（白色確定申告の場合は確定申告書の控えのみ）。

４．対象月の月間事業収入がわかる書類等
５．申請者の本人確認書類

※写真が貼付されている官公署発行の本人確認書類（運転免許
証等）、写真がない場合は２点添付（健康保険証と住民票の写
し等）

６．申請者名義の通帳の写し（口座名義、口座番号がわかるページ
の写し）

※収受印押印または受信通知のいずれも存在しない場合には、提出する確定申告書類の
年度の納税証明書と令和元年分の確定申告書類（収受印押印なし）を提出することで
代替できます。

9【地域産業支援金（個人事業者）】

確定申告書第一表 所得税青色申告決算書

申請に必要な書類

国の『持続化給付金』の給付を受けている方は給付通知を添付することで『所得税青色申
告決算書』及び『対象月の月間事業収入がわかる書類等』の添付を省略できます。



個人事業者の方の申請手順（２/４）

申請書(表)の記入方法

個人事業者

10【地域産業支援金（個人事業者）】

押印漏れがないよ
うご確認ください。
（２箇所）

押印漏れがないよ
うご確認ください。
（２箇所）

申請書、誓約書はボールペ
ンでお書きください。（消せる
ボールペン不可）

【白色確定申告の場合（青色申告者で『申告決算書』がない方含む）】

白色申告の方は前年事業収入を１２か月で割った数字とします。令
和２年２月から６月までのうち、ひと月の事業収入が平成３１年（令和
元年）の事業収入の平均と比べて５０パーセント以上減少している月
に〇をし、その月の事業収入を記入ください。

一覧表の該当する記号
を記入願います。

【青色確定申告の場合】

令和２年２月から６月までのうち、ひと月の事業収入
が前年同月比で５０パーセント以上減少している月に
〇をし、その月の事業収入を記入ください。

『前年同月事業収入』の欄には『所得税青色申告決
算書』の『月別売上（収入）金額及び仕入金額』より転
記してください。



個人事業者の方の申請手順（３/４）

申請書(裏)の記入方法

個人事業者

11【地域産業支援金（個人事業者）】

１事業者あたり一律２０万円
となります。

通帳等に記載のとおり正
確に記載ください。

提出書類に不備等がある場合、
こちらの連絡先に連絡いたします。
（空欄の場合は、代表者欄に記
載の連絡先に連絡いたします。）

表面の代表者と異なる場
合は記載ください。



個人事業者の方の申請手順（４/４）

12【地域産業支援金（法人事業者）】

持続化給付金申請要領から一部抜粋して作成

個人事業者

対象月の月間の事業収入がわかる書類（売上台帳等）を提出してく
ださい。

様式の指定はありませんので、経理ソフト等から抽出したデータ・エ
クセルデータを印刷したもの、手書きの売上帳などでも構いません。

書類の名称も「売上台帳」でなくてもかまいません。ただし、提出する
書類が対象月の事業収入であることを確認できる資料を提出してく
ださい。（２０２０年●月と明確に記載してください。）

対象月の月間事業収入がわかる書類等の例

経理ソフトから抽出した売上データを印刷したもの

エクセルで作成した売上データを印刷したもの

手書きの売上帳のコピーなど

※月間売上の合計がわかるようにしてください



事業収入減少認定にあたっての特例について

法人・個人事業者共通

特例が適用される方

開業・創業されて間もない方や店舗等を増やした方は前年同月の事業収
入との比較が困難なため、以下の方法で５０％以上収入が減少している
場合を給付の対象とします。

特例が適用される方は次の通りです。

対象月の事業収入が平成３１年（令和元年）の月平均の事業収入に比べ
て５０％以上減少していること

⇒詳細は１３ページをご覧ください。

対象月の事業収入が、当該月を含む直近３か月間の平均事業収入に比
べて５０％以上減少していること

⇒詳細は１５ページをご覧ください。

対象月の事業収入が、当該月を含む直近３か月間の平均事業収入と比
べて５０％以上減少していること

⇒詳細は１７ページをご覧ください。

A
平成３１年１月から令和元年１２月までの間に開業又は創業し
た事業者の方

C
前年以降に店舗や業容を拡大した事業者の方（ただし、事業
収入減少月（対象月）の前年同月以降に拡大したものに限る）

B
令和２年１月から令和２年３月までの間に開業又は創業した事
業者の方

13【地域産業支援金（特例）】



A 平成３１年１月から令和元年１２月までに
開業した方向けの特例（１/２）

特例が適用される方の要件

平成３１年１月から令和元年１２月までの間に開業又は創業した事業者

⇒令和２年２月から６月までのうち、ひと月の事業収入が、平成３１年（令
和元年）の月平均の事業収入に比べて５０％以上減少している場合に支
給対象となります。

年 平成３１年（令和元年） 令和２年

月 ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ ４ ５ ６

万円 ２０ １００ １００ １００ １００ １００ ８０ ６０ ４０

平成３１年（令和元年）の月平均の事
業収入に比べて５０％以上の減少

• 平成３１年（令和元年）の事業収入合計：３２０万円
• 月平均の事業収入：８０万円（３２０万円÷４カ月）

法人・個人事業者共通

１．申請書（様式第１号）
２．誓約書（様式第２号）

３．（法人）令和元年の確定申告書別表一控え（収受日付が押されてい
るものに限る）及び法人事業概況説明書の写し

（個人）令和元年の確定申告書類の控え（収受印押印要、e-Taxの

場合受信通知添付）及び所得税青色申告決算書（２枚目必
須）の写し（白色確定申告の場合は確定申告書の控えのみ）

４．対象月の月間事業収入がわかる書類等
５．法人代表者・申請者の本人確認書類の写し

※写真が貼付されている官公署発行の本人確認書類（運転免許等）、
写真がない場合は２点添付（健康保険証と住民票の写し等）

６．法人・申請者名義の銀行口座通帳の写し（口座名義、口座番号が
わかるページの写し）

７．開業届の写し（受付印が押されているものに限る）又は法人登記事
項証明書の写し

14

新規開業
（９／２０）

【地域産業支援金（特例）】

特例申請に必要な書類



A 平成３１年１月から令和元年１２月までに
開業した方向けの特例（２/２）

申請書(表)の記入方法

法人・個人事業者共通

15【地域産業支援金（特例）】

押印漏れがないよ
うご確認ください。
（２箇所）

押印漏れがないよ
うご確認ください。
（２箇所）

申請書、誓約書はボールペ
ンでお書きください。（消せる
ボールペン不可）

申請日時点の資本金又
は出資金、従業員数を記
載ください。

令和２年２月から６月までのうち、
ひと月の事業収入が平成３１年
（令和元年）の月平均事業収入よ
り５０パーセント以上減少している
月を記入ください。

平成３１年（令和元年）の
月平均の事業収入を記
入ください。

該当する特例にマークし
てください。

一覧表の該当する記号
を記入願います。

国税庁から通知され
た１３桁の法人番号を
記載ください。

※法人番号は、国税
庁「法人番号公表サイ
ト」で確認できます。



B 令和２年１月から３月までに
開業された方向けの特例（１/２）

特例が適用される方の要件

令和２年１月から３月までの間に開業又は創業した事業者

⇒令和２年２月から６月までのうち、ひと月の事業収入が、当該月を含む

直近３か月間の平均の事業収入に比べて５０％以上減少している場合に
支給対象となります。

年 平成３１／令和元年 令和２年

月 ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ ４ ５ ６

万円 ８０ １５０ １５０ １１０ ４０

直近３か月の月平均の事業収入
に比べて５０％以上の減少

• ３か月間の合計事業収入：３００万円
• 月平均の事業収入：１００万円

特例申請に必要な書類

１．申請書（様式第１号）
２．誓約書（様式第２号）
３．対象月を含めた直近３か月分の月間事業収入がわかる書類等
４．法人代表者・申請者の本人確認書類の写し

※写真が貼付されている官公署発行の本人確認書類（運転免許等）、
写真がない場合は２点添付（健康保険証と住民票の写し等）

５．法人・申請者名義の銀行口座通帳の写し（口座名義、口座番号が
わかるページの写し）

６．開業届の写し(受付印が押されているものに限る)又は法人登記事
項証明書の写し

※開業日が令和２年１月１日から令和２年３月３１日までとなってい
る開業届に限ります。

法人・個人事業者共通

16

新規開業
（１／１５）

【地域産業支援金（特例）】



B 令和２年１月から３月までに
開業された方向けの特例（２/３）

申請書(表)の記入方法

法人・個人事業者共通

17【地域産業支援金（特例）】

押印漏れがないよ
うご確認ください。
（２箇所）

押印漏れがないよ
うご確認ください。
（２箇所）

申請書、誓約書はボールペ
ンでお書きください。（消せる
ボールペン不可）

申請日時点の資本金又
は出資金、従業員数を記
載ください。

対象月を含む直近３か月
間の月平均の事業収入
を記入ください。

該当する特例にマークし
てください。

令和２年２月から６月までのうち、
ひと月の事業収入が平成３１年
（令和元年）の月平均売上より５０
パーセント以上減少している月を
記入ください。

一覧表の該当する記号
を記入願います。

国税庁から通知され
た１３桁の法人番号を
記載ください。

※法人番号は、国税
庁「法人番号公表サイ
ト」で確認できます。



前年以降に店舗や業容を拡大した事業者（ただし、事業収入減少月（対
象月）の前年同月以降に拡大したものに限る）

⇒令和２年２月から６月までのうち、ひと月の事業収入が、当該月を含む

直近３か月間の平均事業収入と比べて５０％以上減少している場合に支
給対象となります。

年 平成３１年（令和元年） 令和２年

月 ５ ６ ７ ８ ９ １０ １ ２ ３ ４ ５ ６

万円 ６０ ７０ １４０ １８０ ２００ ２００ ２００ ２００ １５０ １１０ ４０

C 前年以降に店舗や業容を
拡大した方向けの特例（１/２）

特例が適用される方の要件

直近３か月の月平均の事業収入
に比べて５０％以上の減少

• ３か月間の合計事業収入：３００万円
• 月平均の事業収入：１００万円

特例申請に必要な書類

１．申請書（様式第１号）
２．誓約書（様式第２号）

３．（法人）令和元年の確定申告書別表一控え（収受日付が押されてい
るものに限る）及び法人事業概況説明書の写し
（個人）令和元年の確定申告書類の書類

４．対象月を含めた直近３か月分の月間事業収入がわかる書類等
５．法人代表者・申請者の本人確認書類の写し

※写真が貼付されている官公署発行の本人確認書類（運転免許等）、
写真がない場合は２点添付（健康保険証と住民票の写し等）

６．法人・申請者名義の銀行口座通帳の写し（口座名義、口座番号が
わかるページの写し）

７．店舗・業容等の拡大がわかる書類

新店舗立ち上げ
（７／７）

法人・個人事業者共通

18【地域産業支援金（特例）】



C 前年以降に店舗や業容を
拡大した方向けの特例（２/２）

申請書(表)の記入方法

個人・法人事業者共通

19【地域産業支援金（特例）】

押印漏れがないよ
うご確認ください。
（２箇所）

押印漏れがないよ
うご確認ください。
（２箇所）

申請書、誓約書はボールペ
ンでお書きください。（消せる
ボールペン不可）

申請日時点の資本金又
は出資金、従業員数を記
載ください。

対象月を含む直近３か月
間の月平均の事業収入
を記入ください。

該当する特例にマークし
てください。

令和２年２月から６月までのうち、
ひと月の事業収入が平成３１年
（令和元年）の月平均売上より５０
パーセント以上減少している月を
記入ください。

一覧表の該当する記号
を記入願います。

国税庁から通知され
た１３桁の法人番号を
記載ください。

※法人番号は、国税
庁「法人番号公表サイ
ト」で確認できます。


